　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（様式4-1）
国際共同研究事業
共同研究報告書
平成　　　年　　　月　　　日
　独立行政法人日本学術振興会理事長　殿

所属機関・部局 　　　　  　　　　　　　　　　
（ふりがな）

職・氏 名 　　　　　　  　　　　　　　　

1. 事業名　国際共同研究事業　プログラム名
2. 研究課題名
（和文）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（英文）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3. 共同研究実施期間（全採用期間）
平成　 　　年　　 　月　　　 日 ～ 平成　 　　年　　 　月　 　　日 （　　 　年　 　　ヶ月）
4. 研究経費総額
（1）本事業により交付された委託費（研究経費＋委託手数料）
総額　　　　　　　千円

初年度
（平成○年度）委託費
　　　　千円
第2年度
（平成○年度）委託費
　　　　千円
第3年度
（平成○年度）委託費
　　　　千円
第4年度
（平成○年度）委託費
　　　　千円
第5年度
（平成○年度）委託費
　　　　千円
第6年度
（平成○年度）委託費
　　　　千円
（2）本事業による経費以外の国内研究経費総額　　　　　　円

*　本研究との関連において使用した補助金等の総額を10万円単位で記入してください。 
（注）※本報告書は、申請書の内容を踏まえて記入してください。
※特に指定のある箇所を除き、日本語で記入してください。
5．研究概要（研究の目的・内容・成果等の概要を簡潔に記載してください。当初計画を変更した場合にはその内容及び理由も明記してください。また、どのような国際協働を実施したかについても明記してください。）
6．派遣・受入実績

（1） 研究期間中に相手国又は相手国以外の国を訪問した日本側参加者の氏名、派遣期間、用務（相手国以外の国における用務には下線をひいてください。）
	氏名・所属
	期      間

（出発日～帰着日）
	用　　　務
（用務先・用務内容）

	
	
	

	計　　　名（延べ人数）
	計　　　日
	


（２）研究期間中に受け入れた相手国側参加者の氏名、来日期間、用務
	氏名・所属
	期      間

（出発日～帰着日）
	用　　　務
（用務先・用務内容）

	
	
	

	計　　　名（延べ人数）
	計　　　日
	


7．研究の成果（｢5．研究概要｣の内容と対応させつつ、本研究によって得られた新たな知見、成果を平易な表現で記述してください。）
 (1)学術的価値（本研究により得られた新たな知見や概念の展開等、学術的成果）

(2)相手国との交流実績（本研究による国際共同研究の活性化や、両国の研究者が協力して学術交流することによって得られた成果）

(3)社会的貢献（社会の基盤となる文化の継承と発展、社会生活の質の改善、現代的諸問題の克服と解決に資する等の広い意味での社会的貢献はどのようにあったか）

(4)若手研究者養成への貢献（若手研究者養成への取り組み、成果）

(5)将来発展可能性（本研究・交流事業を実施したことで、当初見込んでいた将来的な発展は認められたか。またその可能性はあるか）

(6)その他（上記(1)～(5)以外に得られた成果等があれば記述してください）
8．研究発表（本共同研究の一環として発表したもの､又は､発表予定のものについて記入してください。）
〔雑誌論文〕　計（　　）件　　うち査読付論文　計（　）件
	通番
	共著の有無*
	論文名、著者名等**

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	


　〔学会発表〕計（　　）件　　うち招待講演　計（　）件
	通番
	共著の有無*
	標題、発表者名等**

	1
	
	

	2
	
	


　〔図　書〕　計（　　）件
	通番
	共著の有無*
	題名、著者名等**

	1
	
	


*    相手国研究代表者との共著（共同発表）がある場合は○、相手国研究代表者との共著であり謝辞等に事業名を明記している場合は◎と記入。
**  当該発表等を同定するに十分な情報を記載すること。例えば学術論文の場合は、論文名、著者名、掲載誌名、巻号や頁等、発表年（西暦）、学会発表の場合は標題、発表者名、学会等名、発表年（西暦）,著書の場合はその書誌情報、など（順番は入れ替わってもよい）。
*** 足りない場合は適宜行を追加すること。

9. 本事業による産業財産権の出願・取得状況
　〔出　願〕    計（　　）件  
	通番
	産業財産権の名称、発明者、権利者、産業財産権の種類、番号、出願年月日、国内・外国の別

	①
	


備考：必要に応じて、欄を追加してください。

　〔取　得〕    計（　　）件 
	通番
	産業財産権の名称、発明者、権利者、産業財産権の種類、番号、取得年月日、国内・外国の別

	①
	


備考：必要に応じて、欄を追加してください。

10．今後の展望（今後の国際共同研究・協力体制の維持・発展に向けた展望について、具体性・実現可能性等を踏まえて、継続的に展開していくための計画を記述してください。）

11．本事業についての要望、意見等
＜備考＞

1． この報告書は､共同研究の全採用期間が終了した翌月末（3月末に終了する場合は翌年度4月30日）までに提出してください。

2． 本会の事業報告等に記載するための適当な図・写真があれば､説明を付して添付してください。

3． この報告書は、本共同研究の成果として本会ウェブサイトに掲載します。また、この報告書を本会の事業報告として刊行する場合､内容に影響しない範囲で修正を行うことがあります。
4． 知的財産権等の事情で本報告書の一部の公開を希望しない場合は、対応についてあらかじめ本会担当者に相談してください。
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